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県内県内県内県内の景気動向の景気動向の景気動向の景気動向    
    概況（10 月） 

景気は、持ち直しの動き強まる景気は、持ち直しの動き強まる景気は、持ち直しの動き強まる景気は、持ち直しの動き強まる    
観光関連では、入域観光客数が引き続き前年を上回る 
消費関連では、百貨店売上高が前年を上回る 

 
10 月の県内景気をみると、消費関連では、スーパー売上高（既存店）は３カ月連続で前年を下回

ったものの、百貨店売上高は１年１カ月ぶりに前年を上回り、新車販売および電気製品卸売は４カ
月連続で前年を上回った。建設関連では、公共工事請負額が２カ月連続で前年を下回り、主要建設
会社の受注額も４カ月連続で前年を下回った。一方、建設資材出荷・売上では、建材を除くセメン
ト、生コン、鋼材が引き続き前年を上回った。観光関連では、入域観光客数は国内客が好調さを持
続したことから４カ月連続で前年を上回った。主要ホテルの稼働率、売上高はともに４カ月連続で
前年を上回った。主要観光施設入場者数も１年２カ月連続で前年を上回った。 
総じてみると、建設関連では持ち直しの動きがやや鈍くなっているものの、消費関連は堅調に推移し、

観光関連が引き続き好調に推移していることから、県内景気は、持ち直しの動きが強まっている。 
 
消費関連消費関連消費関連消費関連 
百貨店売上高は、競合する他業態の大型店出店の影響の一巡や一部売場面積の増加等により前年同月

比 4.8％増と１年１カ月ぶりに前年を上回った。スーパー売上高（既存店）は、衣料品の不調や競合に
よる単価下落から３カ月連続で前年を下回った。新車販売は、引き続き軽乗用車の伸びに支えられ４カ
月連続で前年を上回った。電気製品卸売は、プラス幅は縮小したものの、その他電気製品（業務用冷蔵
庫）の伸びなどにより４カ月連続で前年を上回った。 
 
建設関連建設関連建設関連建設関連 
公共工事請負額は「国」および「市町村」の発注工事は増加したものの「県」が大幅に減少した

ことから２カ月連続で前年を下回った。県内主要建設会社の受注額は、公共工事および民間工事と
もに減少したことから４カ月連続で前年を下回った。建設資材出荷・売上では、低調な個人住宅建
設等を映じ建材が前年を下回ったものの、セメント、生コン、鋼材は公共工事やマンション・貸家
向け出荷などにより前年を上回った。    
 
観光関連観光関連観光関連観光関連 
入域観光客数は、修学旅行の増加や旅行者の国内旅行選好などから引き続き国内客が好調に推移

したことから４カ月連続で前年を上回った。県内主要ホテルは、修学旅行の増加などから稼働率、
売上高ともに４カ月連続で前年を上回った。主要観光施設入場者数は、新水族館の集客効果が持続
していることなどから１年２カ月連続で前年を上回った。ゴルフ場は、県内客および県外客が増加
し、入場者数、売上高ともに３カ月ぶりに前年を上回った。 
 
雇用関連雇用関連雇用関連雇用関連    
有効求人倍率（９月、季調値）は 0.34 倍と前月より 0.03 ポイント低下した。新規求人数（９月）は

前年同月比 1.7％減と１年３カ月ぶりに前年を下回った。完全失業率は 7.6％で前年同月より 1.8 ポイ
ント改善した。 
 
その他その他その他その他 

消費者物価指数（９月、総合）は、食料、住居、家具・家事用品、交通通信などの下落により再びマ

イナスに転じた。企業倒産は、件数が 10 件で前年同月を２件上回り、負債総額は前年同月比 9.4％減で

２カ月連続の減少となった。
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りゅうぎん調査（２００３年１０月） 
 

 
（注１） 公共工事請負額は西日本建設業保証株式会社沖縄支店調べ。建築着工床面積、新設住宅着工戸数は

国土交通省調べ。入域観光客数、県内新規求人数、有効求人倍率、消費者物価指数は沖縄県調べ。
企業倒産件数は東京商工リサーチ沖縄支店調べ。Ｐは速報値。 

（注２） 企業倒産件数の前年同期差は、月平均件数の前年同期差。 
（注３） ホテルは、2002 年 9 月より調査先を 19 ホテルから 18 ホテルとした。 
（注４） 鋼材、建材は 2003 年 4 月より一部データの見直しを行った。 
（注５） 観光施設は、2003 年 8 月より調査先を 6施設から 5施設とした。 
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りゅうぎん調査（2003年10月）

消費関連 建設関連 観光関連 その他

（注）建築着工床面積、広告収入、県内新規求人数は９月分。数値は前年比（％）。
　　　ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

60

百
貨
店

ス
ー
パ
ー

新
車
販
売

電
気
製
品
卸
売

公
共
工
事
　

請
負
額

建
築
着
工
　

床
面
積

セ
メ
ン
ト

鋼
　
材

建
　
材

入
域
観
光
客
数

ホ
テ
ル
 
 

稼
働
率

同
売
上
高

観
光
施
設
 

入
場
者
数

ゴ
ル
フ
場
 

入
場
者
数

広
告
収
入

県
内
新
規
 

求
人
数

企
業
倒
産
件
数

りゅうぎん調査（2003年08月～2003年10月）

消費関連 観光関連 その他建設関連

（注）建築着工床面積、広告収入、県内新規求人数は７～９月分。数値は前年比（％）。
　　　ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は月平均の前年差。
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１．消費関連１．消費関連１．消費関連１．消費関連    
（１）百貨店売上高：１年１カ月ぶりに前年を上回る 

・ 百貨店売上高は、他業態の大型店出店の影響の一巡や一部売場面積の増加に加え雑貨等が堅調に推

移し前年同月比 4.8％増となり１年１カ月ぶりに前年を上回った。 

・ 品目別にみると、衣料品は同 0.9％の減少及び食料品は同 3.8％の減少となったが、家庭用品は同

21.6％、身の回り品は同 6.1％の増加により全体では売上増加となった。 

 

（２）スーパー売上高：総合店ベースは 1年 1カ月連続で前年を上回る 

・ スーパー売上高（既存店ベース）は、前年同月比 0.4％減と３カ月連続で減少した。 

・ 衣料品は、秋冬物が不調だったことにより同 10.0％減少した。食料品は競合による安売りセールの

定着化により単価が下落したことから同 1.0％の減少となった。 

・ スーパー売上高（総合店ベース）は同 5.3％の増加となり、新設店効果により１年１カ月連続で前

年を上回った。 
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（３）新車販売（登録ベース）：４カ月連続で前年を上回る 

・ 新車販売台数は 2,526 台と前年同月比 2.7％の増加となり、４カ月連続で前年を上回った。普通乗

用車の販売台数は減少したものの、軽乗用車の販売増に支えられ全体として増加を続けた。 

・ 普通自動車（登録車）は 742 台（前年同月比 18.9％減）で、うち普通乗用車は 195 台（同 3.7％増）、

小型乗用車は 547 台（同 24.8％減）であった。軽自動車（届出車）は、1,667 台（同 19.8％増）で、

うち軽乗用車は、1,434 台（同 26.3％増）となった。 
 

 

（４）中古自動車販売（登録ベース）：再び前年を下回る 

・ 中古自動車の登録状況(普通自動車及び軽自動車の合計)は、前年同月比 7.5％の減少となり再び前

年を下回った。
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（５）電気製品卸売販売額：４カ月連続で前年を上回る 

・ 電気製品卸売販売額は、エアコンが夏場の猛暑による需要増加の反動により減少となったが、業務

用の什器冷蔵庫等が好調に推移したことにより４カ月連続で前年を上回った。 

・ 内訳をみると、エアコン(同 35.7％減)、冷蔵庫（同 3.6％減）、テレビ（同 9.9％減）、オーディオ 

（同 16.7％減）が前年を下回ったものの、ビデオ(同 8.2％増)、洗濯機(同 0.5％増)、その他の業務

用電化製品等(同 10.1％増)が前年を上回った。 

 

 

（６）泡盛出荷量：４カ月連続で前年を上回る 

・ 泡盛出荷量（９月）は、前年同月比 18.1％の増加となった。県内出荷量は同 13.1％の増加、県外出
荷量は同 50.4％の増加であった。沖縄ブームの継続により県外での泡盛人気が高まってきており、

県外向けは好調に推移している。
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２．建設関連２．建設関連２．建設関連２．建設関連 
（１）公共工事請負額：２カ月連続で前年を下回る 

・ 公共工事請負額は、364 億 54 百万円で前年同月比 13.9％減と２カ月連続で前年を下回った。 

・ 発注者別では、「国」（同 30.2％増）が増加し、「市町村」（同 0.3％増）も微増となったものの、「県」

（同 47.9％減）が大幅に減少した。 

・ 大型工事の請負では、大保ダム建設や那覇市環境センター改修工事、校舎の新築・改築およびプー

ル・武道場の新築工事等があった。 

 

（２）建築着工床面積：２カ月連続で前年を下回る 

・ 建築着工床面積（９月）は、18 万 579 ㎡で前年同月比 33.4％減と２カ月連続で減少した。 

・ 用途別では、「非居住用」（同 63.3％減）が減少し、「居住用」（同 0.3％減）は微減となった。 

・ 建築着工床面積を用途別（大分類）にみると、居住専用（11 万 3,319 ㎡）が最も大きく、次いでそ

の他のサービス業（1万 6,794 ㎡）、教育・学習支援業用（1万 4,403 ㎡）、居住産業併用（1万 2,376

㎡）等の順であった。
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（３）新設住宅着工戸数：２カ月連続で前年を下回る 

・ 新設住宅着工戸数（９月）は、1,354 戸で前年同月比 8.9％減と２カ月連続で前年を下回った。 

・ 利用関係別では、分譲（同 469.6％増）が増加したものの、持家（同 6.3％減）、貸家（同 18.4％減）

が減少した。 

・ 都市別（市部）では、宜野湾市（同 78戸増）、浦添市（同 43 戸増）で増加したものの、那覇市（同

281 戸減）、名護市（同 78 戸減）、沖縄市（同 75 戸減）等で減少した。 

 

（４）建設受注額：４カ月連続で前年を下回る 

・ 建設受注額（調査先建設会社：20 社）は、前年同月比 18.7％減と４カ月連続で減少した。 

・ 発注者別では、公共工事（同 18.9％減）、民間工事（同 18.4％減）ともに減少した。 

・ 主な工事物件では、教育施設や港湾関連、工場、マンション・共同住宅等の受注があった。
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（５）セメント・生コン：セメント・生コンともに２カ月連続で前年を上回る 

・ セメント出荷量は、8万 6,767 トンで前年同月比 3.1％増となり２カ月連続で前年を上回った。 

・ 生コン出荷量は、19 万 2,764 立方メートルで前年同月比 12.1％増と２カ月連続で前年を上回った。 

・ 生コン出荷量を出荷先別にみると、公共工事向けはゴミ処理施設や基地関連工事等を主体に前年を

上回り、民間工事向けも共同住宅やホテル、店舗ビル等への出荷が前年を上回った。 

 

（６）鋼材・建材：鋼材は４カ月連続で増加し、建材は３カ月連続で減少 

・ 鋼材売上高は、前年同月比 12.9％増と４カ月連続で前年を上回った。基地関連工事や校舎、マンシ

ョン・貸家建設向けに出荷がみられたほか、市況が強含みで推移していることから値上がりを見込

んでの手当買い需要も一部みられた。 

・ 建材売上高は、前年同月比 17.2％減と３カ月連続で前年を下回った。個人住宅向け出荷の低調さを

映じて減少したほか、一部先の県外出荷の減少や円高による単価の下落等も影響した。

セ メ ン ト

生 コ ン

（ ％ ）
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３．観光関連３．観光関連３．観光関連３．観光関連    
（１）入域観光客数：４カ月連続で前年を上回る 

・ 入域観光客数は、44万 5,500 人（前年同月比 11.7％増）で 10月の過去最高を記録し、４カ月連続で

前年を上回った。国内客（同13.8％増）は修学旅行が増加したことや旅行者の国内旅行選好により沖

縄方面が引き続き好調に推移した。外国客（同35.8％減）はクルーズ船の寄港が沖縄本島のみとなっ

たことなどから減少を続けた。 

・ 11月 20日までの国内航空入域客数をみると、前年同期比8.1％増と好調を維持している。 

 

（２）主要ホテル：稼働率、売上高ともに４カ月連続で前年を上回る 

・ 主要ホテルの客室稼働率は、82.0％と前年同月比 8.2 ポイント上昇した。売上高は同 12.8％の増加

となった。この時期の主要な客層である修学旅行が増加したことや引き続き海外旅行の振替先とし

て沖縄方面が選好されていることなどから全般に好調に推移している。 

・ 那覇市内大手ホテルの稼働率は、82.6％で同 3.6 ポイント上昇した。売上高は同 2.7％の増加とな

った。 

・ リゾート型ホテルの稼働率は、81.6％で同 11.2 ポイント上昇した。売上高は同 18.9％の増加となっ

た。 
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（３）主要ホテルの宿泊収入：販売客室数、宿泊客室単価ともに引き続き前年を上回る 

・ 主要ホテル売上高のうち宿泊収入は、販売客室数（数量要因）、宿泊客室単価（価格要因）ともに前

年を上回り、全体では前年同月比 16.8％の増加となった。 

 

 

（４）主要観光施設入場者数：１年２カ月連続で前年を上回る 

・ 主要観光施設の入場者数は、修学旅行などの団体客の立ち寄りが増加していることや新水族館の押

し上げも続いていることから前年同月比 39.5％増と１年２カ月連続の増加となった。 
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（５）主要ゴルフ場稼働状況：入場者、売上高ともに３カ月ぶりに増加 

・ 主要ゴルフ場の入場者数は、県内客・県外客ともに前年を上回り前年同月比 5.0％増と３カ月ぶり

に前年を上回った。売上高は同 6.1％の増加となった。県外客を取り込んだゴルフ場において客単

価が上昇した。 

 

 

４．その他４．その他４．その他４．その他    
（１）雇用関連：新規求人数は１年３カ月ぶりに前年を下回る 

・ 有効求人倍率（９月）は、0.34 倍となり、前月より 0.03 ポイント低下した。新規求人数（９月）

は、前年同月比 1.7％減と１年３カ月ぶりに前年を下回った。産業別にみると、サービス業、建設

業では増加したものの、卸売・小売業、飲食店、金融・保険業、製造業、運輸・通信業では減少と

なった。 

・ 労働力人口（９月）は、62 万 1千人で、前年同月比 0.5％増加した。就業者数は 57万 4千人で、前

年同月比 2.5％の増加となった。完全失業者数は、4 万 7 千人で、前年同月比 19.0％の減少となっ

た。完全失業率は 7.6％で、前年同月より 1.8 ポイント改善した。 

入場者数

売上高
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（２）消費者物価：再びマイナスとなる 

・ 消費者物価指数（９月、総合）は、前年同月比 0.5％減と再びマイナスに転じた。 

・ 品目別にみると、被服及び履物、諸雑費が上昇したものの、食料、住居、家具・家事用品、交通通

信、教養娯楽が下落した。 

 

（３）企業倒産：負債総額が２カ月連続で前年を下回る 

・ 倒産件数は 10件となり、前年同月を２件上回った。業種別にみると、建設業が４件（前年同月比２

件増）と最も多く、ほかサービス業が３件（同１件増）、卸売業が２件（１件減）となった。 

・ 負債総額は 19 億 4,700 万円で同 9.4％減と２カ月連続の減少となった。 
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（４）広告収入（マスコミ）：前年並みとなる 

・ ９月の広告収入（マスコミ）は、テレビ、新聞、ラジオともに前年並みとなった。 

 

 

（参考） 
 

◇ 気象（那覇） 

・ 平均気温は 24.7℃となり、前年同月と変わらずとなった。降水量は 177.5ｍｍと前年同月（201.0

ｍｍ）より若干減少した。 
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りゅうぎん景気動向指数（ＲＤＩ）りゅうぎん景気動向指数（ＲＤＩ）りゅうぎん景気動向指数（ＲＤＩ）りゅうぎん景気動向指数（ＲＤＩ）    

２００３年９月分（速報） 
 
１． ２００３年９月分（速報）の概要 

（１）９月のＲＤＩ（速報）は、先行指数 40.0％、一致指数 50.0％、遅行指数 50.0％となった（図

表１、２）。 

・ 先行指数は、2003 年７月以降、３カ月連続で 50％割れとなった。 

・ 一致指数は、2003 年８月に 50％割れとなった後、９月は 50％ちょうどとなった。 

・ 遅行指数は、2003 年８月に 50％割れとなった後、９月は 50％ちょうどとなった。 

※ 当月は鉱工業指数（生産、出荷、在庫）の基準年次の改訂に伴い、新しい 2000 年基準の原

指数を用いて季節調整を実施したため、過去のＲＤＩ値も一部改訂されている。 

 

（２）個別の経済指標の変化方向は、次のとおりである。 
※ 各指標とも３カ月前との比較で改善方向はプラス、悪化方向はマイナスとする。 

・ 先行指数については、「企業倒産件数」が前月に続きプラスとなり、「不渡り手形発生率」

が前月のマイナスからプラスに転じた。「公共工事請負額」、「新規求人数」は前月に続きマ

イナスとなり、「建築着工床面積（非居住用）」は前月のプラスからマイナスに転じた。 

・ 一致指数については、「入域観光客数」、「雇用保険受給率」が前月に続きプラスとなり、「新

車販売台数」、「家電卸売額」が前月のマイナスからプラスに転じた。「セメント出荷量」、「百

貨店売上高」は前月に続きマイナスとなり、「新設住宅着工床面積」、「有効求人倍率」は前

月のプラスからマイナスに転じた。 

・ 遅行指数については、「那覇市消費者物価指数」、「ホテル客単価」、「広告収入」が前月に続

きプラスとなった。「法人事業税調定額」、「地元３行貸出約定平均金利」、「地元３行貸出残

高」は前月に続きマイナスとなった。 

 

（３）２００３年８月分の改訂値について 
・ ８月のＲＤＩ（改訂）は、全指標が公表されたことにより、先行指数が 42.9％（速報：40.0％）

に上方修正、一致指数が 44.4％（同：50.0％）に下方修正、遅行指数が 42.9％（同：50.0％）

に下方修正された。 

 

（４）ＲＤＩからみた県内景況の基調判断 
・ 県内景況は、ＲＤＩの景気の現状を示す一致指数が８月の 44.4％から上昇して 50％ちょう

どとなり、また、景気に遅れて動く遅行指数も 50％割れから 50％ちょうどに戻すなど、基

調としては持ち直しの動きが続いているものとみられる。一方、先行指数は小幅ながら３カ

月連続で 50％割れとなっており、先行きは持ち直しの動きが緩やかなものとなることも予

想される。 
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（図表１）　りゅうぎん景気動向指数（ＲＤＩ）：変化方向表　　　　　※　2003年９月分は速報値  
指　標　名 2002年 2003年

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9
先 ① 公共工事請負額(前） ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ － － －

② 建築着工床面積（非居住用） ＋ ＋ － － － ＋ ＋ － － ＋ ＋ ＋ －
行 ③ 所定外労働時間 ＋ － － ＋ ＋ － － － － － － ＋ n.a.

④ 新規求人数 ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ － －

系 ⑤ 鉱工業出荷指数 － ＋ ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋ ＋ － n.a.

⑥ 企業倒産件数（逆） ＋ ＋ － － － ＋ － ＋ － － － ＋ ＋

列 ⑦ 不渡り手形発生率（逆） ＋ － ＋ － － － － ＋ － ＋ － － ＋

　　拡張指標数 6.0 5.0 4.0 3.0 3.0 4.0 2.0 4.0 3.0 5.0 3.0 3.0 2.0

　　採用指標数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 5

　先　行　指　数 85.7 71.4 57.1 42.9 42.9 57.1 28.6 57.1 42.9 71.4 42.9 42.9 40.0

① 新設住宅着工床面積 ＋ － － － ＋ － ＋ － － － ＋ ＋ －

一 ② セメント出荷量 － ＋ ＋ ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋ － －

③ 百貨店売上高（前） ＋ － ＋ － － － － － ＋ ＋ ＋ － －

致 ④ 新車販売台数（前） ＋ － － － ＋ ＋ ＋ ＋ － － ＋ － ＋

⑤ 家電卸売額 ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋ ＋ ＋ － ＋ － ＋
系 ⑥ 鉱工業生産指数 － ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋ － ＋ － n.a.

⑦ 入域観光客数 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － ＋ － ＋ ＋ ＋

列 ⑧ 有効求人倍率 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － － － ＋ ＋ －
⑨ 雇用保険受給率（逆） ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ 0 － － － ＋ ＋

　　拡張指標数 7.0 6.0 7.0 4.0 7.0 3.0 6.0 3.5 5.0 2.0 8.0 4.0 4.0

　　採用指標数 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 8
　一　致　指　数 77.8 66.7 77.8 44.4 77.8 33.3 66.7 38.9 55.6 22.2 88.9 44.4 50.0

遅 ① 法人事業税調定額 ＋ ＋ － － ＋ － ＋ － ＋ － ＋ － －

② 那覇市消費者物価指数（前） 0 － 0 ＋ ＋ ＋ 0 ＋ ＋ 0 － ＋ ＋

行 ③ 鉱工業在庫指数 － － ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － n.a.

④ ホテル客単価 － ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － － ＋ ＋ ＋ ＋

系 ⑤ 広告収入 － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ － － － ＋ ＋ ＋

⑥ 地元３行貸出約定平均金利（前） ＋ － ＋ ＋ ＋ － － － － － － － －

列 ⑦ 地元３行貸出残高（前） － － ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ － － －

　　拡張指標数 2.5 3.0 5.5 5.0 5.0 3.0 5.5 3.0 4.0 3.5 4.0 3.0 3.0

　　採用指標数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 6

　遅　行　指　数 35.7 42.9 78.6 71.4 71.4 42.9 78.6 42.9 57.1 50.0 57.1 42.9 50.0

※　（逆）は逆サイクル、（前）は前年同月比、n.a.は未公表である。「0」は拡張指標数に0.5と計上する。「所定外労働時間」は全産業。

     　　「鉱工業出荷指数」、「鉱工業生産指数」、「鉱工業在庫指数」は石油を除く。
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(図表２）　りゅうぎん景気動向指数（ＲＤＩ）

0.0

50.0

100.0

9 10 11 12 03/1 2 3 4 5 6 7 8 9月
      ※　2003年９月は速報値

遅行指数 先行指数

一致指数
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２．景気動向指数について 

 

景気動向指数とは、景気の現状把握及び短期的な将来予測を行うために、景気に敏感に反応す

る種々の経済指標の動きを統合することにより作成した総合的な景気指標であり、ディフュージ

ョン・インデックス（ＤＩ）とも呼ばれている。 

経済指標には、景気の変化に先立って動く指標と、ほぼ一致して動く指標、遅れて動く指標が

あり、ＤＩでは通常、先行、一致、遅行の 3 本の指数が作成される。このため、一般的に先行指

数は、「景気の動きを予知」し、一致指数は「景気の現状を認識」し、遅行指数は「景気の転換点

や局面を確認」することに利用できる。 

景気動向指数では、採用指標数のうち改善を示している指標の構成比が 50％超の場合、景気が

拡大しており、50％未満の場合、景気は後退しているとみなす。 

景気の局面（拡大、後退）が変化したかどうかは、一応 3カ月以上続けて 50％ラインを超えた

か、割り込んだかが目安となるが、一時的な変化であったり、50％ライン近傍に留まる場合もあ

るため、景気判断に当たっては、拡大または後退の期間が極めて短い場合は、景気拡大または後

退局面と考えることは適当でないし、また、大半の部門に景気変動が波及していること（すなわ

ちＤＩが 100％あるいは０％に近いこと）を確認することも必要である。なお、ＤＩは変化率を合

成したものではないので、ＤＩの水準自体の変化は景気変動の大きさないし振幅とは直接的には

無関係であることにも留意する必要がある。 
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(図表３）　　　累積ＲＤＩ

△ 500.0

△ 100.0
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75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03
※　1975年３月＝100、ただし、グラフを見やすくするため、先行指数は1975年３月＝1200とした。
　　直近値は2003年９月の値（速報値）

（年）

先行指数

一致指数

遅行指数
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＜景気動向指数（ＤＩ、累積ＤＩ）の作成方法＞ 

 

個々の採用指標の値を３カ月前の値と比較して、増加した時にはプラス（＋）を、保合いの時に

は（０）を、減少した時にはマイナス（－）をつける。ただし、景気が良ければ減少し、悪ければ

増加する逆サイクルの指標については増加を（－）、減少を（＋）とする。その上で、先行、一致、

遅行の各指数について、採用指標数に占める拡張指標数（＋の数）の割合（％）を算出し、この値

をＤＩとする。 

 

   ＤＩ＝拡張指標数／採用指標数×１００（％）  

      （保合い（０）の場合は 0.5 としてカウントする） 

 

累積ＤＩとは、各月のＤＩ値を次の式により累積したものであり、グラフの山、谷が実際の景気の山、

谷と概ね符合するため、景気の推移が見易いものとなっている。 

 

当月の累積ＤＩ＝前月の累積ＤＩ＋（当月のＤＩ－50） 

 

（図表４）　りゅうぎん景気動向指数（ＲＤＩ）：個別指標の概要
指標名 季節調整方法等 作成機関

先 ① 公共工事請負額 前年同月比 西日本建設業保証株式会社沖縄支店

② 建築着工床面積（非居住用） X-12-ARIMA 国土交通省

行 ③ 所定外労働時間（全産業） 〃 沖縄県統計課

④ 新規求人数 〃 沖縄労働局

系 ⑤ 鉱工業出荷指数（石油を除く） 〃 沖縄県統計課

⑥ 企業倒産件数（逆サイクル） 〃 東京商工リサーチ沖縄支店

列 ⑦ 不渡り手形発生率（逆サイクル） 〃 那覇手形交換所

① 新設住宅着工床面積 X-12-ARIMA 国土交通省

一 ② セメント出荷量 〃 琉球銀行経済調査室

③ 百貨店売上高 前年同月比 　　〃

致 ④ 新車販売台数（軽自動車含む） 〃 沖縄県自動車販売協会

⑤ 家電卸売額 X-12-ARIMA 琉球銀行経済調査室

系 ⑥ 鉱工業生産指数（石油を除く） 〃 沖縄県統計課

⑦ 入域観光客数 〃 沖縄県観光リゾート局

列 ⑧ 有効求人倍率 〃 沖縄労働局

⑨ 雇用保険受給率（逆サイクル） 〃 　　〃

※雇用保険受給率＝受給者実人員／被保険者数

遅 ① 法人事業税調定額 X-12-ARIMA 沖縄県税務課

② 那覇市消費者物価指数 前年同月比 沖縄県統計課

行 ③ 鉱工業在庫指数（石油を除く） X-12-ARIMA 　　〃

④ ホテル客単価 〃 琉球銀行経済調査室

系 ⑤ 広告収入（地元新聞社） 〃 　　〃

⑥ 地元３行貸出約定平均金利（月末水準） 前年同月比 日本銀行那覇支店

列 ⑦ 地元３行貸出残高（平均残高） 〃 琉球銀行経済調査室

※　季節調整は各機関が公表した原数値に当行経済調査室でX-12-ARIMAを用いて行った。
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沖縄県内の主要経済指標……………………
〃   金融統計……………………
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